
2023年11月10日

2024年3月期 第2四半期
（2023年度 中間期）

決算ハイライト



 中間純利益 ： 166億円 前年同期比＋22億円 （＋15.4％）

 通期目標*1比進捗率 74.1 ％、2期ぶりの増益

 実質業務純益 ： 208億円 前年同期比＋29億円 (＋16.6％)

コア収益*2 ： 150億円 前年同期比△3億円

通期計画比進捗率58.6％

 業務粗利益 ： 586億円 前年同期比＋36億円 (＋6.5％)

 有価証券健全化の反動増や円債利息増加により2期ぶりの増収

 国内預貸金利益 ：前年同期比△9億円

貸出金平残 ： ＋4.1％、貸出金利回り ： △0.05％

（政府等向け除き） ＋1.1％、貸出金利回り ： △0.03％

ゼロゼロ融資返済開始の影響あるも、計画内

 フィー収益 ：前年同期比同水準、フィー収益比率 ： 28.5％

フィー収益は前年同期（過去最高）と同水準

 債券関係損益（先物込） ：前年同期比＋40億円

前年に実施した健全化の反動増

 経費 ： △378億円 前年同期比△6億円（△1.7％）

 人財・システム投資の他、再エネ切替と節電を進捗させ計画内

 株式等関係損益（先物込） ： 46億円 前年同期比＋3億円

 政策保有株式の売却が進展

 与信費用 ： △1億円 前年同期比＋4億円の改善

 取引先支援体制の早期構築が奏功（2020年8月開始）

 不良債権比率は低位推移 ： 1.04％

 自己資本比率は十分な健全性を維持 ： 15.64％

 2024年3月期業績目標

業務粗利益 ： 1,130億円、当期純利益 ： 260億円

2024年3月期 中間期決算及び業績目標の概要
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*1. 2023年5月12日公表業績目標 *2.国内預貸金利益+円債利息等（円債利息・金利スワップ収益）+フィー収益+経費

*3. 国内預貸金利益：譲渡性預金を含む *4. 実質業務純益-投資信託解約損益-債券関係損益（現物） *5. 連結対象子会社：（株）地域デザインラボさいたま

2023/3期(2022年度)

単体（億円） 増減率

(1) 586 ＋36 +6.5% 1,130 ＋53 ＋5

資金利益 (2) 411 △ 4

うち国内預貸金利益*3 (3) 327 △ 9

うち投資信託解約損益 (4) 0 ＋0

フィー収益 (5) 167 △0

フィー収益比率 (6) 28.5% △1.9%

信託報酬 (7) 0 △0

役務取引等利益 (8) 167 △0

その他業務利益 (9) 8 ＋41

うち債券関係損益（先物込） (10) △ 3 ＋40

(11) △ 378 △ 6 △1.7% △ 765 △ 31 -

経費率 (12) 64.5% △3.0%

(13) 208 ＋29 +16.6% 365 ＋22 ＋5

(14) 220 ＋1 +0.7%

株式等関係損益(先物込) (15) 46 ＋3 85 ＋19 ＋40

与信費用 (16) △ 1 ＋4 △ 50 △ 29 -

その他の臨時・特別損益 (17) △ 18 △ 10

(18) 235 ＋27 +13.3% 370 △ 3 ＋50

税金費用ほか (19) △ 68 △ 5

(20) 166 ＋22 +15.4% 260 ＋1 ＋35

連結
*5

（億円）

(21) 167 260

2024/3期

中間期
実績

通期目標 前期比前年
同期比

期初

目標比*1

当期（中間）純利益

業務粗利益

経費

実質業務純益

コア業務純益
（除く投資信託解約損益）

*4

税引前当期（中間）純利益

親会社株主に帰属する
（中間）純利益



（億円）
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期間損益の前年同期比増減要因

中間純利益業務粗利益

（億円）

前年同期比
＋36

2023/3期
中間期

業務
粗利益
550

2024/3期
中間期

業務
粗利益
586

2023/3期
中間期

中間
純利益
144

2024/3期
中間期

中間
純利益
166

前年同期比
＋22

国内預貸金
利益
△9

その他
資金利益
＋5

債券関係損益
(先物込)
＋40

業務
粗利益
＋36

株式等
関係損益
(先物込)
＋3

経費
△6

与信
費用
＋4

その他
損益
△10

税金
費用等
△5

平残要因 ＋13

利回り要因 △23

人件費 △5

物件費 △4

税金 ＋3

政策保有株式 ＋9

ETF △5

有価証券インカム ＋26

外貨調達コスト等 △20

外債 ＋39

円債 ＋3

投信 △2

睡眠預金等 △6

新紙幣対応 △4

＊「価値創造＆Well-Being」に向けた人財投資拡充

処遇 (ベースアップ、働きやすさ向上)

育成 (越境学習・専門性強化、キャリアサポート)

採用 （キャリア、新卒採用強化）

＊



上半期 上半期 上半期 上半期 上半期

貸出金利回り 1.00 0.90 0.85 0.80 0.74

前期比 △ 0.06 △ 0.10 △ 0.05 △ 0.04 △ 0.05

 政府等向け除き 1.00 0.95 0.92 0.89 0.85

前期比 △ 0.06 △ 0.04 △ 0.03 △ 0.02 △ 0.03

（％）
2023/3期 2024/3期2020/3期 2021/3期 2022/3期

自己居住用住宅ローン平残 ゼロゼロ融資の返済開始により、貸出金利回り（政府等向け除き）の
低下幅は拡大するも、計画内

預貸金残高・利回り
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（億円）

預金平残（全店）
（億円）

自己居住用住宅ローン実行額・平残

*1. 内訳は社内管理計数

*2. 譲渡性預金を含む *3. ( )内は前年同期比増減率

自己居住用住宅ローン実行額

*1. 国土交通省・建築着工統計調査の埼玉県のデータ（賃貸住宅除く）をもとに、
2023/4～8における前年同期比の減少率を算出

*2. ( )内は前年同期比増減率

貸出金利回り（国内）

貸出金平残（全店）

*1. 内訳は社内管理計数

*2. 中堅・中小企業、個人事業主、アパートマンションローン等 *3. ( )内は前年同期比増減率

（億円）

* 政府等向けは2020/3期から取扱開始

政府等向け除き
+1.1％（＋861億円）

*2

（＋1.4%）

（+4.1％）

*2

（＋1.6%）

（△7.0%）

埼玉県における住宅着工戸数の
減少率△11.6%に対しては善戦*1 
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（億円）

*1.役務取引等利益＋信託報酬 *2. （役務取引等利益＋信託報酬）÷業務粗利益 *3. 除く有価証券ポートフォリオ健全化影響
*4. M&A、私募債、シ・ローン／コミット／コベナンツ／一般貸出関連、ビジネスマッチング
*5. 内為、EB、口座振替、VISAデビ、りそなキャッシュレス・プラットフォーム *6.内訳は社内管理計数

 フィー収益比率は、28.5％へ伸長

フィー収益*1

保険

その他

法人ソリューション

投資信託
信託報酬

ファンドラップ

決済関連

投資信託
販売手数料

フィー収益比率
*2

*4

*5

*3

*3

資産形成サポート



資産形成サポートビジネス

個人向け資産形成サポート商品残高
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*1. 時価ベース残高
*2. 個人向け資産形成サポート商品残高 ／(個人向け資産形成サポート商品残高＋個人預金（円貨））
*3. 内訳は社内管理計数

 個人向け資産形成サポート商品利用先数は堅調に増加 保険残高が伸長し、個人向け資産形成サポート商品残高は増加

（千先）

* ( )内は前年同期比増減率

個人向け資産形成サポート商品利用先数

（＋1.8%）

（億円）

積立投資信託契約先数：’23/9末 57千先（前年同期比+16.6%）

iDeCo契約先数 ：’23/9末 28千先（前年同期比+14.8%）
*1

*1

*2



承継ビジネス

承継ビジネス収益 資産承継ストック件数
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（億円） （件）

 承継ニーズの高まりを捉え、承継ビジネス収益は増加  承継ニーズの高まりを捉え、資産承継ストック件数は増加

（+13.6％）
（+15.4％）

*1.遺言信託、遺産整理、自社株承継信託、マイトラスト、ハートトラスト、合同金銭信託運用益
*2.内訳は社内管理計数 *3. ( )内は前年同期比増減率

*1

*1. マイトラスト、ハートトラスト
*2. ( )内は前年同期比増減率

*1



与信費用、不良債権

与信費用 不良債権残高・比率の推移

*1.正の値は戻入を表す

*2.与信費用／金融再生法基準与信残高（期首・期末平均）
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（金融再生法基準）

（億円）

 取引先支援体制の早期構築が奏功（2020年8月開始）
与信費用は、低位推移

 2024年3月期目標は、環境変化への備えを織り込み

 不良債権比率は、低位推移

2024/3期

実績
中間期
実績

実績
中間期
実績

目標

(1) △55 △6 △21 △1 △50

一般貸倒引当金 (2) 12 29 △10 △10

個別貸倒引当金等 (3) △68 △35 △11 9

(4) △84 △39 △53 △6

(5) 16 3 42 16

(6) △ 6.6 △ 0.7 △ 2.4 △ 0.1 △ 5.7

回収・上方遷移等

与信費用比率
*2

2024/3期

(億円）
2022/3期 2023/3期

与信費用

新規発生

(bps)



2023/3末 2023/9末

(1) 15.09% 15.64% ＋0.55%

(2) 3,723 3,780 ＋57

コア資本に係る基礎項目の額 (3) 3,796 3,888 ＋91

(4) 3,784 3,886 ＋102

(5) 64 64 -

コア資本に係る調整項目の額 (6) 73 108 ＋34

リスク・アセット等 (7) 24,667 24,166 △501

信用リスク・アセット等の額 (8) 20,384 19,561 △823

(9) 29 51 ＋21

(10) 2,019 2,046 ＋26

フロア調整額 (11) 2,233 2,507 ＋274

オペレーショナル・リスク相当額÷8%

うち普通株式に係る株主資本の額

うち社外流出予定額（△）

（億円） 増減

自己資本比率

自己資本の額           (3) - (6)

マーケット・リスク相当額÷8%

有価証券、自己資本比率

有価証券
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自己資本比率（国内基準）

*1. 取得原価、時価のある有価証券のみを対象として記載
*2. 変動利付国債のデュレーションはゼロで計算
*3. BS計上額、時価のある有価証券のみを対象として記載

 自己資本比率は十分な健全性を維持

* 連結自己資本比率：15.58%

評価差額

（a） （ｂ） （c） （d）

その他有価証券*1 (1) 11,124 8,978 11,047 746

株式 (2) 533 494 477 1,181

債券 (3) 8,959 6,672 8,621 △ 297

国債 (4) 4,371 1,960 3,950 △ 212

（デュレーション）*2 (5) 6.9年 13.7年 11.2年 -

(BPV) (6) △ 4.0 △ 2.5 △ 4.2 -

地方債・社債 (7) 4,587 4,712 4,671 △ 85

その他 (8) 1,631 1,811 1,948 △ 136

外国債券 (9) 601 707 1,215 △ 92

（デュレーション） (10) 6.8年 6.1年 5.9年 -

(BPV) (11) △ 0.3 △ 0.2 △ 0.5 -

国内投資信託 (12) 1,030 1,073 732 △ 44

（評価差額） (13) 667 741  

満期保有債券*3 (14) 8,474 12,915 15,533 △ 253

(15) - - 1,269 △ 12

（評価差額） (16) △ 11 △ 82

2022/3末 2023/3末 2023/9末

国債

（億円）

 国債(その他有価証券）(c-5・6,d-4部分)のヘッジ考慮後計数
’23/9末 デュレーション：9.2年、BPV：△2.3、評価差額：△141



9

中期経営計画の進捗

金融教育受講者数
1千人

積立投信利用先数
49千人

金融教育受講者数
8千人

積立投信利用先数
57千人

『価値の良い流れを創り出す』共創社会のハブへと進化する3年間

地域課題解決件数
21件

RTF実行額
2,141億円

地域課題解決件数
63件

RTF実行額
4,199億円

決済関連収益
82億円

資産承継ストック件数
13千件

決済関連収益
87億円

資産承継ストック件数
15千件

○SX関連商品のラインナップ拡充

• 「りそなSX住宅ローン」リリース

• リバースモーゲージの新プラン追加

○新たな価値領域への挑戦

• 県立高校への空き家をテーマとした
カリキュラム提供等、計4件の空き家対策事業参画

• 「県産木材の利用促進協定」締結

• 農業ビジネスタスクフォース組成

○事業・暮らしの安心への取組み

• 「つみたてボックス」リリース

• 家事代行や見守り等の領域における、
個人向け非対面ビジネスマッチング受付開始

• 経営支援リーダー設置や、営業店社員向けの
再成長支援等に関する研修充実

• 「価格転嫁サポーター制度」参画

○金融犯罪防止に向けた取組み

• 高齢者向け特殊詐欺防止セミナー開催予定

○創業支援への取組み

• 「海外ビジネス支援パッケージ」参画

• 埼玉県の｢(仮称)渋沢栄一起業家サロン｣開設に
向けた、基本計画策定支援等実施

• 「りそなグループアプリforビジネス」リリース

○DX支援への取組み

• BtoC企業向け市場調査コンサル試行開始

• 埼玉県のキャッシュレス化支援。県証紙廃止に伴い、
りそなキャッシュレスプラットフォーム導入

*1. 計数は2022/9末時点と2023/9末時点の比較であり、社内管理計数を使用 *2. 決算関連収益を除き、累積値にて記載

*3. 内為、外為、EB、口座振替、VISAデビ、りそなキャッシュレスプラットフォーム *4. 自社株承継信託、資産承継信託（マイトラスト、ハートトラスト）、遺言信託 *5. リテール・トランジション・ファイナンス

*4 *4 *5 *5

*3 *3
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サステナビリティ

カーボンニュートラル 地域共助 ダイバーシティ＆インクルージョン

再生エネルギー比率は約6割を達成

• 地域新電力への切替え等を通じて自社

物件の再生エネルギー割合は、2023年

9月末で約6割達成、2024年3月末に

100%見込み

前年同期比10％の消費電力削減を実現

• 新築店舗には、太陽光パネル設置の他、

高効率設備を導入し、省エネ店舗実現

• 全店にてエレベータ稼働制限や空調稼働

エリア調整等の節電への取組み実施

子どもの居場所づくりへの取組みを拡充

• 2022年10月に開設した子ども支援拠点

「りそなYOUTHBASE」を起点に、

取組み拡大

• YOUTHBASE夏祭り開催

（約50名の子どもたちが参加）

• 埼玉県主催「こどもの居場所フェア」への

出展（約300名の方が来訪）

女性経営職階・管理職は着実に増加

• 女性経営職階の養成に向けてトレーニー

制度やメンタリング制度導入

• 女性管理職比率はサステナビリティ長期

目標の40％を上回る水準

フードドライブ活動は地域社会にも波及

• 従業員起点によるフードドライブ活動は

地域やお取引先にも広がり、2023年

9月末時点で80拠点・約2万点の寄贈実施

外国籍の子どもたちへランドセルを寄贈

• 国内に住む外国籍の子どもたちのために、

従業員より集めたランドセル84個寄贈

• 持続可能な社会の実現に向けた取組みを加速

Ｄ＆Ｉ関連認定の取得

• 仕事と育児の両立支援により、子育て

サポート企業として「プラチナくるみん」の

認定取得

• 多様な働き方の推進により、埼玉県の

「多様な働き方実践企業」認定取得



ラボたまの実績（39件の内訳）

ラボたま

• 設立２周年を迎え、 これまで260件以上の案件にアプローチし、39件の実績
• 金融の枠を超えた様々な地域課題解決に対する挑戦を積み重ね、地域の未来にプラスの価値を提供
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＼ HP ／ ＼ Instagram ／

中心市街地活性化の
課題に対する計画・
実行・運営の一貫
支援など 計6件

まちづくり分野

老朽化した学校の再整備・
複合化に向けた地域住民
のワークショップ実施支援
など 計7件

公共施設マネジメント分野

オーバーツーリズムの
課題に対するBBQ有料化
の対応策実施支援など
計5件

河川利活用分野

高校と連携した空き家
調査支援・教育プログラム
提供支援など計4件

空き家対策分野

りそなコエドテラス
（旧川越支店）
来春オープン予定

文化財利用

起業家と地域の共創を
目指したビジネスコンテスト、
官民連携事業の実現に向けた
ピッチイベント開催など計6件

産業創出支援分野

エネルギーの地産地消を促進するための
協議会の運営支援など計3件

ゼロカーボン分野

地方創生支援のための市町村からの企業版
ふるさと納税マッチング受託（21自治体）など
計3件

ふるさと納税分野

地域のブランディング支援や
住民の防災意識向上支援など計4件

その他分野

日々の活動を配信中♪



（ご参考）貸出金・預金末残の推移

*1. 中小企業＝中小企業等向け貸出金-消費者ローン *2. 国内銀行勘定ベース
*3. 譲渡性預金を含む *4. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
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2022/3末 2022/9末 2023/3末 2023/9末

増減率

貸出金 (1) 82,941 ＋633 86,060 ＋3,119 88,113 ＋2,052 88,251 ＋138 ＋2,190 ＋2.5%

（政府等向け除き） (2) (76,006) (＋278) (75,983) (△22) (76,563) (＋579) (77,322) (＋759) (＋1,338) (＋1.7%)

中小企業等向け貸出金 (3) 64,335 ＋140 64,090 △245 64,397 ＋307 64,862 ＋464 ＋772 ＋1.2%

同比率 (4) 77.5% △0.4% 74.4% △3.0% 73.0% △1.3% 73.4% ＋0.4% △0.9%

消費者ローン (5) 45,000 ＋142 45,116 ＋116 45,250 ＋133 45,405 ＋154 ＋288 ＋0.6%

自己居住用住宅ローン (6) 35,176 ＋313 35,454 ＋277 35,716 ＋262 35,936 ＋219 ＋482 ＋1.3%

アパートマンションローン (7) 8,550 △181 8,351 △198 8,201 △150 8,106 △95 △245 △2.9%

消費性ローン (8) 1,273 ＋9 1,310 ＋36 1,332 ＋21 1,362 ＋30 ＋52 ＋3.9%

中小企業*1 (9) 19,334 △2 18,973 △361 19,146 ＋173 19,456 ＋309 ＋483 ＋2.5%

埼玉県内貸出金 (10) 74,270 ＋143 74,310 ＋40 74,766 ＋456 75,406 ＋639 ＋1,096 ＋1.4%

埼玉県内シェア*2 (11) 44.4% △0.2% 43.4% △0.9% 43.2% △0.1% 43.3% ＋0.0% △0.0%

預金*3 (12) 167,174 ＋6,046 166,590 △583 169,909 ＋3,318 170,502 ＋593 ＋3,911 ＋2.3%

流動性預金*4 (13) 128,444 ＋7,478 127,473 △971 133,973 ＋6,500 134,889 ＋915 ＋7,415 ＋5.8%

定期・譲渡性預金等 (14) 38,729 △1,431 39,117 ＋387 35,935 △3,181 35,613 △322 △3,504 △8.9%

国内個人預金 (15) 120,455 ＋2,751 123,169 ＋2,713 124,608 ＋1,439 126,290 ＋1,682 ＋3,121 ＋2.5%

同比率 (16) 72.0% △0.9% 73.9% ＋1.8% 73.3% △0.5% 74.0% ＋0.7% ＋0.1%

国内法人預金 (17) 32,073 ＋589 31,290 △782 31,599 ＋308 33,085 ＋1,486 ＋1,794 ＋5.7%

埼玉県内預金*3 (18) 165,328 ＋5,973 164,758 △569 168,285 ＋3,526 169,238 ＋953 ＋4,480 ＋2.7%

埼玉県内シェア*2 (19) 45.9% ＋0.7% 45.5% △0.3% 45.9% ＋0.4% 45.8% △0.1% ＋0.2%

（億円・％）
2022/9末比2021/9末比 2022/3末比 2022/9末比 2023/3末比



本資料中の、将来に関する記述（将来情報）は、次のような要因により重要な変動を受ける
可能性があります。

具体的には、本邦における株価水準の変動、政府の方針、法令、実務慣行及び解釈に係る展
開及び変更、新たな企業倒産の発生、日本および海外の経済環境の変動、並びにりそなグ
ループのコントロールの及ばない要因などです。

本資料に記載された将来情報は、将来の業績その他の動向について保証するものではなく、
また実際の結果と比べて違いが生じる可能性があることにご留意下さい。
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